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産学・地域連携センター  
-平成 28 年度の取り組み- 
 
 札幌医科大学附属産学・地域連携センターは、産学・地域連携、寄附金、知的財産管理の３部門
からなる組織により構成され、産学・地域との連携を通じ、本学の研究活動を地域に還元する重要
な役割を果たすため、本学の研究を支えることを目的として業務を進めています。 
産学・地域連携部門では、研究に係る外部資金獲得及び経理・管理を行っています。平成２８年
度では文部科学省及び厚生労働省等の国費研究助成が２７１件、寄附金が８２１件、受託研究と共
同研究８１件が新たに本学に提供され、研究推進の原動力となっています。また、企業からの寄附
金により寄附講座が設置されており、一層の研究推進が期待されているところです。一方、研究費
及び研究活動に関する不正防止プログラムに基づき、競争的資金の適正な執行に関する理解の促進
や、研究活動上の不正行為の防止を図るための取組を推進しました。 
寄附金部門では、医学教育・学術研究等の奨励のためにいただいた寄附金に係る業務全般を 
担っています。また、寄附金を活用して学術振興事業を実施し、本学の教育研究活動や国際交流、
公開講座等の開催事業等に貢献しています。 
知的財産管理部門では、本学先端医療知財学教授かつ弁理士である石埜教授の指導のもと、本学
研究グループからの求めに応じ、ライフサイエンス等における技術や法律に関する助言を行い、価
値の高い知的財産の創出に尽力しています。その結果、教職員の知的財産に対する認識はさらに深
まり、平成２８年度に取得した特許権は４５件、基礎出願９件、国際出願８件、外国出願３７件、
意匠権１件となりました。また、最先端の基礎研究を臨床に応用する「橋渡し研究」を支援する組
織「本学臨床研究推進本部」では、北海道臨床開発機構、北海道大学臨床研究開発センター及び旭
川医科大学教育研究推進センターと連携しながら、研究推進活動をサポートしています。 
最も実用化に近い脳梗塞患者に対する細胞療法（本学医学部附属フロンティア医学研究所神経再
生医療学部門・本望修教授）、脊髄損傷患者に対する細胞療法（医学部整形外科学講座・山下敏彦
教授）及びヒトがんペプチドワクチン療法（医学部病理学第一講座・鳥越俊彦教授）に対する支援
を筆頭に、それに続く本学発の多くのシーズを支援しています。学術研究が医薬品・医療機器へと
実用化されるにあたっては、薬事法に関する専門的な知識と経験が求められることから、薬事法に
精通した特任助教を当センターに配置するなど、研究支援体制の充実に努めています。 
平成２８年度の活動報告を通じ、学内外の皆様に、本学の学術研究活動や地域医療の充実に向け
た取組等をご理解いただければ幸甚に存じます。今後も、研究支援という使命を果たすべく、地道
な啓蒙と業務を積み重ねていく所存ですので、引き続き、皆様方のさらなるご支援・ご協力をお願
い申し上げます。 
 
 
 
平成２９年８月 
札幌医科大学附属産学・地域連携センター長 
医学部病理学第二講座教授      
 
  澤田 典均 
 
巻頭言 
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１．附属産学・地域連携センターの概要 
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（１） センターの活動 
 
 
 
 
[科研費／国費／民間財団助成金] 
学内研究者支援のため、研究費助成に関する公募情報を、センター通信やホームページで
いち早く周知するとともに、申請書作成レクチャーや公募要領等説明会の実施、研究費の
経理事務等を行っています。 
[寄附講座] 
企業等からの寄附金を活用して、本学が研究等の進展及び充実を図り、地域社会に貢献す
ることを目的に設置・運営を行うもので、資金の受入や経理事務を行っています。 
[共同研究／受託研究] 
本学の研究シーズを国内外の研究者・研究機関に紹介し、共同研究・受託研究の推進を図っ
ています。また、共同研究・受託研究の受け入れから契約書の締結、経理事務などを一括し
て支援しています。 
[大学間・地域連携] 
他大学・機関及び地域と連携し、教育研究・産学連携の推進を支援しています。これまで
に、小樽商科大学、北海道医療大学、室蘭工業大学、はこだて未来大学、ノーステック財団、
別海町、釧路市等と連携協定を締結しています。 
[寄附金] 
企業や団体・個人等から受け入れる寄附金は、本学の学術教育研究の発展、医学教育設備の
充実、附属病院の環境改善等に役立てられています。また、研究教育活動や国際交流活動の
充実強化を図るため、奨学寄附金の一部を活用し、本学教員等が行う教育研究、海外派遣・
受入、短期留学、国際医学交流、公開講座開催等を支援する学術振興事業を行っています。 
産学･地域連携 
 
本学の研究成果を特許等として適切に権利化し、管理しています。また、特許取得に向けた
研究戦略や技術移転についての相談に随時対応しています。他大学、他機関との研究試料
の提供に必要なＭＴＡ（研究成果有体物に係る契約）の締結事務についても行っています。 
 
[知財教育] 
大学院生をはじめとする医学研究者や地域医療従事者を対象とした知財教育を実施してい
ます。受講者の多様なニーズ・意欲に対応したコース設定で、基礎知識から技術移転の実務
までの内容となっています。 
[橋渡し研究支援] 
本学、北海道大学及び旭川医科大学が連携して取り組んでいる「オール北海道先進医学・医
療拠点形成」等の橋渡し研究を支援しています。 
知的財産管理 
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（２） 平成28年度 活動の記録 
 
 
日  時 内    容 
7月 21日 北洋銀行ものづくりテクノフェア2016 出展（アクセスサッポロ） 
9月 21日 
平成 29年度科学研究費助成事業 
申請書作成レクチャー及び公募要領等説明会（第1回）開催（札幌医科大学） 
9月 26日 
平成 29年度科学研究費助成事業 
申請書作成レクチャー及び公募要領等説明会（第2回）開催（札幌医科大学） 
10月 12～14日 Bio Japan 2016-World Business Forum 出展（パシフィコ横浜） 
11月 10・11日 第 30回北海道技術・ビジネス交流会 出展（アクセスサッポロ） 
2月 6日 第 1回コンプライアンス教育研修会（札幌医科大学） 
2月 14日 第 2回コンプライアンス教育研修会（札幌医科大学） 
 
 6 
 
（３） 各種所管・関連委員会 
 
学 内 
（１） 知的財産活用委員会 
（２） 発明審査会 
（３） ヒトゲノム・遺伝子解析研究審査委員会 
（４） 遺伝子組換え実験安全委員会 
（５） 指定実験室管理運営委員会 
（６） 利益相反管理委員会 
（７） 産学・地域連携センター運営委員会 
 
学 外 
（１） 北海道臨床開発機構運営委員会 
（２） medU-net 医療系産学連携ネットワーク協議会 
（３） 全道産学官ネットワーク推進協議会 
（４） 北海道地域大学等知的財産部門連絡会議 
（５） 北海道医療福祉産業研究会 
 
 
（４） ポリシー 
 
＜産学連携関係＞ 
● 産学連携活動に係る札幌医科大学利益相反ポリシー 
● 札幌医科大学産学連携ポリシー 
● 札幌医科大学地域連携ポリシー 
 
＜知的財産関係＞ 
● 札幌医科大学における知的財産の扱いについての基本的な考え方 
（札幌医科大学知的財産ポリシー）
 7 
 
（５） 規程等 
＜産学連携関係＞ 
● 札幌医科大学附属産学・地域連携センター運営規程 
● 札幌医科大学寄附講座・研究部門設置規程 
● 札幌医科大学寄附講座・研究部門設置細則 
● 札幌医科大学における寄附講座等に関する規程 
● 札幌医科大学特設講座設置規程 
● 北海道公立大学法人札幌医科大学利益相反管理規程 
● 北海道公立大学法人札幌医科大学利益相反管理規程に基づく利益相反管理委員会 
設置要領 
● 札幌医科大学における競争的資金等の使用に関する不正防止プログラム 
● 札幌医科大学における競争的資金等の使用に関する不正防止プログラムに基づく 
不正調査委員会設置運営要領 
    ● 札幌医科大学における競争的資金等の使用に関するコンプライアンス及び研究倫理 
教育研修実施要領 
    ● 北海道公立大学法人札幌医科大学にける研究活動に関する不正防止プログラム 
    ● 北海道公立大学法人札幌医科大学における研究活動に関する不正防止プログラムに 
基づく調査委員会設置運営要領 
    ●  北海道公立大学法人札幌医科大学における研究活動に関する不正防止プログラムに 
係る研究活動実施要領 
    ● 札幌医科大学研究費補助金等事務取扱要領 
    ● 札幌医科大学研究費補助金等による旅費の取扱要領 
    ● 札幌医科大学における厚生労働省科学研究費補助金の旅費の取扱いについて 
    ● 札幌医科大学客員研究員規程 
    ● 札幌医科大学研究員制度事務取扱要領 
    ● 札幌医科大学における日本学術振興会特別研究員取扱要綱 
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＜共同研究・受託研究等＞ 
● 札幌医科大学共同研究取扱規程 
● 札幌医科大学受託研究等取扱規程 
 
＜寄附金関係＞ 
● 北海道公立大学法人札幌医科大学寄附金規程 
● 札幌医科大学学術振興事業要綱 
 
＜知的財産関係＞ 
● 札幌医科大学教職員の勤務発明等に関する規程 
● 札幌医科大学知的財産活用委員会規程 
● 札幌医科大学教職員に係る大学有特許権等の実施許諾及び処分要領 
● 札幌医科大学教職員に係る勤務発明等に係る収入配分要領 
● 札幌医科大学発明審査会規程 
● 札幌医科大学研究成果有体物取扱規程 
 
＜その他＞ 
● 札幌医科大学遺伝子組換え実験の安全確保に関する要綱  
● 札幌医科大学ヒトゲノム・遺伝子解析研究規程  
● 札幌医科大学ヒトゲノム・遺伝子解析研究審査委員会規程 
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２．活動実績[産学・地域連携] 
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（１） 外部研究費の状況 
１．受託研究・共同研究 
当センターでは、札幌医科大学の研究水準の向上と社会貢献の促進として共同研究・受託研究
の推進を図っており、共同研究・受託研究の受入、契約書締結、研究費執行を一括して行ってお
ります。 
また、より臨床的な研究を主体とする受託研究（一般研究）についても、契約書締結から研究
費執行までを行っております（治験や製造販売後調査を除く）。 
平成 28 年度は、国等受託研究 35 件、一般受託研究 23 件、共同研究 23 件、合計で 81 件の契約
を新規で締結し、平成 27 年度以前からの継続されている研究も含め、約 325,981 千円の研究費の
執行及び管理を行いました。 
 
 
２．科学研究費・国費・財団等助成金 
前述の受託研究・共同研究に加え、科学研究費や国費、財団等からの助成金獲得のサポートと
して、科研費申請書作成レクチャーや、ホームページを利用した公募情報提供などを行っており
ます。また、研究者が獲得した科学研究費や一部の国費・助成金の執行・管理を行っております。 
 
 
区 分 件 数 金額（千円） 
国等受託研究 ３８ １８２，７１１ 
一般受託研究 １０１ ６０，７０１ 
共同研究 ２８ ８２，５６９ 
文部科学省科研費（代表・分担） ２４７ ４１９，５０９ 
厚生労働省科研費（代表・分担） ２４ ２８，３４４ 
長寿医療研究開発費（分担） １ １，５００ 
財団等助成金 ６ １１，８００ 
合  計 ４４５ ７８７，１３４ 
     表：平成 28 年度に執行・管理を行った新規・継続課題の外部研究費（間接経費含む） 
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（２） 寄附講座 
寄附講座は、企業等からの寄附金を活用して、本学が研究等の進展及び充実を図り、地域社会に貢
献することを目的に設置されるものです。平成 29 年 3 月現在、以下の寄附講座が設置運営されてい
ます。 
 
 
 
生体工学・運動器治療開発講座 
運動器疾患治療の臨床面での困
難な問題に対して、臨床的アプロ
ーチのみならず基礎的研究手法
を応用し、課題を解決する。 
寄 附 者：スミス・アンド・ネフュー株式会社 
 ジンマー・バイオメット合同会社 
設 置 期 間：平成 24 年 4 月～平成 30 年 3 月 
予 定 総 額：148,300 千円 
アイン・ニトリ 
緩和医療学推進講座 
緩和医療・ケアにおける多職種連
携によるチーム医療の普及と発
展を推進する。 
寄 附 者：株式会社アインファーマシーズ 
        株式会社ニトリ 
設 置 期 間：平成 25 年 4 月～平成 31 年 3 月 
予 定 総 額：90,000 千円 
再生治療推進講座 
神経再生医療学部門と共同で治
験薬製造を行うとともに、実用化
に向けた技術開発を行う。 
寄 附 者：ニプロ株式会社 
設 置 期 間：平成 26 年 2 月～平成 32 年 3 月 
予 定 総 額：690,000 千円 
糖尿病細胞療法講座 
緩自己骨髄間葉系細胞を用いた
糖尿病性腎障害の新規治療法の
開発を行う。 
寄 附 者：株式会社アインホールディングス 
設 置 期 間：平成 26 年 4 月～平成 29 年 3 月 
予 定 総 額：60,000 千円 
北海道病院前・航空・災害 
医学講座 
病院前救護や、救急救命士等救急
隊員教育プログラムの開発、ま
た、北海道の航空医療体制確立を
図るための研究、さらに、北海道
の災害医療を研究するとともに、
災害医療従事者の教育プログラ
ムを開発する。 
設 置 期 間：平成 28 年 4 月～平成 33 年 3 月 
予 定 総 額：82,500 千円 
 
 
 
  
寄附講座の概要 
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（３） 連携協定等 
当センターでは、他の大学、研究機関及び地域と連携し、教育研究・産学連携の推進を支援してお
ります。本学においては、これまで下記のような連携協定等を締結しております。 
 
 
名称・相手先・調印日 目 的 
文理融合による連携協力に関する協定 
[小樽商科大学] 
平成 17 年 10 月 1 日 
大学の研究成果をより積極的に地域・社会に還元してい
くため、文理融合による連携活動に関する包括的協力を
促進し、豊かで活力ある社会の発展に寄与する。 
教育・学術・地域貢献に関する連携協定 
[北海道医療大学] 
平成 19 年 3 月 29 日 
両大学の教育・研究・医療実践等の実績を基盤に、保健
と医療と福祉を統合的に捉えることのできる新たな時
代に対応する質の高い医療人教育、医療科学分野におけ
る学術・研究の進展、社会が求める充実した医療サービ
ス・各種情報の提供などを通して、地域社会に貢献する
医療人を育成する。 
包括連携協定 
[室蘭工業大学] 
平成 19 年 11 月 20 日 
医療器具等の開発や改良の取り組みを通じ、両大学が共
同で研究、教育、地域貢献を展開していく。 
業務連携協定 
[財団法人北海道科学技術総合振興センター]
平成 20 年 3 月 25 日 
本学の知的財産や人材と、ノーステック財団の各種コー
ディネート力等を活用し、本学における研究開発の推
進、産学連携による事業化・商品化の促進等を図る。 
包括連携協定 
[公立はこだて未来大学] 
平成 20 年 9 月 12 日 
患者の視点・立場に立脚した情報支援・案内システムの
構築等を通じ、両大学が共同で研究、教育、地域貢献を
展開していく。 
教育連携協定 
[別海町] 
平成 21 年 3 月 20 日 
別海町における市民向けの公開講座、中・高・大連携教
育、チーム医療実習、遠隔医療等を推進する。 
学術連携協定 
[早稲田大学スポーツ科学学術院] 
平成 21 年 6 月 18 日 
両大学の教育研究活動の一層の充実と質の向上および
相互の研究交流を促進し、スポーツ医科学に貢献できる
人材の育成を図り学術の発展に寄与する。 
連携協力協定 
[財団法人全日本スキー連盟] 
平成 21 年 8 月 21 日 
スポーツ医科学と競技力の向上に寄与するとともに、国
民の健康増進ならびに地域貢献に資するための具体的
な協力を推進していく。 
連携協定 
[利尻富士町] 
平成 24 年 3 月 26 日 
両者の自主性を尊重した連携関係のもとで相互に協力
し、住民の健康と福祉の向上並びに人間性豊かな医療人
の育成に寄与する。 
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名称・相手先・調印日 目 的 
連携協定 
[市立室蘭総合病院] 
平成 25 年 4 月 17 日 
「大学連携顕微鏡手術トレーニングセンター」を通じ、
顕微鏡手術における若手医師養成及び手術の安全性と
治療効果の向上に寄与する。 
連携協定 
[利尻町] 
平成 25 年 5 月 20 日 
両者の自主性を尊重した連携関係のもとで相互に協力
し、住民の健康と福祉の向上並びに人間性豊かな医療人
の育成に寄与する。 
連携協定 
[留萌市] 
平成 25 年 5 月 22 日 
両者の自主性を尊重した連携関係のもとで相互に協力
し、住民の健康と福祉の向上並びに人間性豊かな医療人
の育成に寄与する。 
連携協定 
[中津別町] 
平成 25 年 6 月 6 日 
両者の自主性を尊重した連携関係のもとで相互に協力
し、住民の健康と福祉の向上並びに人間性豊かな医療人
の育成に寄与する。 
連携協定 
[興部町] 
平成 25 年 6 月 6 日 
両者の自主性を尊重した連携関係のもとで相互に協力
し、住民の健康と福祉の向上並びに人間性豊かな医療人
の育成に寄与する。 
連携協定 
[紋別市] 
平成 25 年 7 月 4 日 
両者の自主性を尊重した連携関係のもとで相互に協力
し、住民の健康と福祉の向上並びに人間性豊かな医療人
の育成に寄与する。 
連携協定 
[室蘭市] 
平成 25 年 8 月 20 日 
両者の自主性を尊重した連携関係のもとで相互に協力
し、住民の健康と福祉の向上並びに人間性豊かな医療人
の育成に寄与する。 
連携協定 
[釧路市] 
平成 27 年 6 月 9 日 
両者の自主性を尊重した連携関係のもとで相互に協力
し、住民の健康と福祉の向上並びに人間性豊かな医療人
の育成に寄与する。 
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（４） 寄附金 
●寄附の受入れについて 
本学における医学教育、学術研究等
の奨励のため、法人や個人の皆様からご
協力・ご支援をいただく寄附金には、次
の２種類があります。 
 
◆奨学寄附金（指定した講座又は教員が使用 
するもの） 
・学術研究に関する寄附 
・教育研究の奨励を目的とする寄附 
◆一般寄附金（大学全体への寄附） 
・教育研究のため 
・附属病院の環境改善のため 
・学生支援のため  など 
 
●寄附金の使途について 
 奨学寄附金の 90％は、寄附者様が指
定する講座等へ配分し、教育研究経
費、研究発表・調査等の旅費、学術研
究に必要な機器や研究材料など消耗品
や備品等の購入に活用しています。 
また、奨学寄附金の 10％は、学術振
興事業に係る助成金として活用すると
ともに、寄附金の受入・払出等運営管
理に必要な経費に充てられます。 
 
●学術振興助成事業について 
奨学寄附金の一部を使用した学術振
興事業は、本学教員・大学院生等が行
う教育研究、学術研究集会・国際交流
セミナー等の開催、海外派遣・受入、
短期留学、国際医学交流会や公開講座
の開催に係る取組を支援し、医学、健
康、医療に対する知識の普及や地域医
療への貢献を目指しています。 
※平成 28 年度の学術振興事業について 
平成 28 年度は、64 件 17,678 千円を助成しました。 
 
1 教育研究事業              33 件 10,750 千円 
2 学術集会・国際交流セミナー   3 件   749 千円 
3 研究者等海外派遣・受入事業 13 件  2,566 千円 
4 短期留学事業            1 件   700 千円 
5 国際交流懇談会等開催事業   2 件   100 千円 
6 公開講座等開催事業       12 件  2,813 千円 
 
（市民公開講座風景） 
※平成 28 年度寄附金受入状況 
奨学寄附金  804 件    434,537 千円 
一般寄附金   17 件        2,890 千円 
合計      821 件     437,427 千円 
寄附者(業種)別の内訳 
企業       366 件   264,803 千円 
医療法人等   246 件   101,628 千円 
財団法人等   35 件    29,124 千円 
学校法人等    20 件     4,890 千円 
個人       139 件    26,068 千円 
団体         15 件    10,914 千円 
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（５） 各種展示会出展報告 
【道外展示会】  
①  Bio Japan 2016—World Business Forum 
開催日：平成28年 10月 12日～14日 
場 所：パシフィコ横浜（神奈川県） 
出展テーマ（参加者）：NAP（Natunal Antigenic Peptide）解析による腫瘍抗原ペプチド同定  
（医学部病理学第一講座 鳥越 俊彦 教授） 
  スポンサーセミナー（講演）：新しい医療の実用化をめざして---札幌医科大学の取り組み 
             （附属産学・地域連携センター 石埜 正穂 副センター長） 
 
BioJapan は平成 28年度で 18回目の開催となり、日本においてバイオ関連で最もインパクトのあ
る展示会といわれています。展示分野も創薬だけではなく機能性食品や医療機器、環境分野まで網
羅し、様々な企画ゾーンがあり多数のセミナーやアカデミックシーズ発表会等が開催されました。
平成28年度は、３日間で延べ15,133 名の来場があり、パートナリング商談件数は延べ7,228 件、
海外からも多くの企業等の出展・商談がありました。 
本学では、医学系大学産学連携ネットワーク協議会（medU-net）と連携してmedU-net に参画する
他大学とともに、昨年度に引き続きBioJapan に出展しました。上記出展テーマについてポスター展
示するとともに、医学部病理学第一講座の鳥越俊彦教授が「NAP（Natunal Antigenic Peptide）解
析による腫瘍抗原ペプチド同定」について、プレゼンテーションを行いました。当日は多くの企業
やアカデミアからの訪問を受け、活発な質疑応答を行うことができました。 
また、北海道が主催のスポンサーセミナーにおいて、当センターの石埜正穂副センター長が「新
しい医療の実用化をめざして---札幌医科大学の取り組み」という演題で講演を行いました。 
一方で、本フォーラムに参加する国内外の製薬企業へ面談を申込み、本学の研究成果を紹介する
とともに、出展案件を含む多数の出願案件について技術紹介を行うことができました。 
これらの活動の結果から、アカデミアに対する製薬企業の研究開発における詳しいニーズを知る
ことができました。また、現在も企業への技術情報の提供と共同研究等の検討が行われています。 
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【道内展示会】   
②  北洋銀行ものづくりテクノフェア 2016 
開催日：平成28年 7月 21日 
場 所：アクセスサッポロ（札幌市） 
出展内容：産学連携 医学シーズのチカラを世の中へ ほか 
 
平成 18年度から毎年度開催されている本展示会には、札幌医科大学は、ものづくり企業との連携
の可能性があること、また、北海道内へのＰＲを目的に、平成20年度から出展しています。 
平成 28年度は、本学の産学連携活動や知財管理状況の紹介と本学の研究内容を展示いたしまし
た。 
会期中は、多くの官公庁や企業の関係者が訪れ、本学の地域における役割を紹介することができ
ました。また、多くの企業関係者との交流を進めることができ、試作開発などで連携可能な企業へ
の本学研究成果の紹介を始めとして、具体的な技術相談を行うことができました。 
 
 
③  ビジネス EXPO「第 30 回 北海道 技術・ビジネス交流会」 
  開催日：平成28年 11月 10日～11日 
  場 所：アクセスサッポロ（札幌市） 
ビジネスセミナー（講演）：北海道発の再生医療 
        （医学部附属フロンティア医学研究所神経再生医療学部門 佐々木祐典 講師） 
 
平成 28 年度は、本学の研究成果と産学連携活動や知財管理状況を紹介することを目的に出展しま
した。また、ビジネスセミナーにおいて、医学部附属フロンティア医学研究所神経再生医療学部門 
佐々木祐典 講師が「北海道発の再生医療」について講演を行い、研究成果の照会を行いました。毎
年継続的に本イベントに出展することで、本学の取り組みを北海道地域へＰＲするとともに、道内企
業等との連携を推進していきます。 
  
 17 
 
（６） セミナー開催報告 
① 科研費申請書作成レクチャー（学内向け）  
テーマ：『科学研究費助成事業申請ノウハウ』 
 
第１回 
開催日：平成28年 9月 21日（水） 
講 師：脳神経外科学講座 三國 信啓 教授 
参加者：学内教員・研究者38名 
 
第２回 
開催日：平成28年 9月 26日（月） 
講 師：組織再生学部門 三高 俊広 教授 
参加者：学内教員・研究者39名 
 
科研費への応募へ向けて、毎年申請書作成レクチャーを開催しており、平成 28 年度は学内若手教
員を主として 77 名の参加がありました。講師の三國教授、三高教授からは、申請書作成に当たって
の注意点やコツ、応募に当たっての心構えなどについて詳しい説明があり、また参加者からも質問が
寄せられ、熱のこもったレクチャーとなりました。本レクチャーを開催することにより、全学的な競
争的資金獲得へのモチベーションの向上や応募書類の質的向上を期待しています。 
 
② コンプライアンス及び研究倫理教育研修会（学内向け）  
講演１ 本学における研究費等に関する不正防止対策について 
    講師：新日本有限責任監査法人 公認会計士 小泉修一 
講演２ 本学における研究活動に関する不正防止対策について 
    講師：研究倫理教育責任者 医学部長 堀尾嘉幸 
 
第１回 
開催日：平成29年 2月 6日（月） 
参加者：学内教員・研究者・事務職員等 321 名 
 
第２回 
開催日：平成29年 2月 14日（火） 
参加者：学内教員・研究者・事務職員等 180 名 
 
「札幌医科大学における競争的資金等の使用に関するコンプライアンス及び研究倫理教育研修実
施要領」に基づき、競争的資金の適正な執行に関する理解の促進及び不正な使用等の事前防止を図る
ため、コンプライアンス及び研究倫理教育研修会を開催しました。この研修は文部科学省「研究機関
における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」において競争的資金に関わる全ての
構成員の受講が義務付けられており、研修会に参加できなかった者については、後日、研修会の内容
を映像化したもの配布するなどして、全員の受講を確認することができました。 
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２．活動実績[知的財産管理・活用] 
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（１） 特許出願実績 
 
 
 
産学・地域連携センターでは、特許出願等を介して、札幌医科大学でなされた研究成果の活用
を支援しています。特許としての権利化には多くの手間と費用がかかりますが、研究成果を医薬
品開発等に役立てるためには非常に重要なステップです。特に医薬・医療分野での開発は国際展
開が必要とされており、本学でも積極的に外国出願を行っています。 
 知的財産管理室が設立された平成16年度から平成 28年度まで、総数で約160件の発明・考
案・創作について出願がなされています。特許について、平成28年度では以下の円グラフで示さ
れているとおり、幹細胞を用いた再生医療に関する発明が多く、医療機器、リサーチツール関連
など多岐にわたります。こうした発明の内容は最先端の医学研究の成果であるため、医学部先端
医療知財学教室との連携のもと、適切な権利化を進めます。 
平成26年度
基礎出願 5件
国際出願 9件
外国出願 6件
審査請求（日本）10件
登録 15件
平成27年度
基礎出願 11件
国際出願 3件
外国出願 21件
審査請求（日本）2件
登録 １１件
平成28年度
基礎出願 9件
国際出願 8件
外国出願 37件
審査請求（日本）３件
登録 45件
平成１６年度～平成２８年度 
分野別登録状況（外国含む） 
平成２８年度 
分野別新規出願状況（国内） 
癌
41%
その他疾患
24%
再生医療
14%
リサーチ
ツール
10%
医療機器
7%
装置・プログラム
3%
その他
3%
再生医療
44%
リサーチ
ツール
11%
医療機器
11%
装置・プログラム
33%
札幌医科大学では、社会貢献の一環として実用化に向けた取り組みを積極的に行
っています。 
各特許等の詳細につきましては、特許データベース等で検索いただくか、札幌医
科大学附属産学・地域連携センターの知的財産係（ TEL 011-611-2111（内
線21070、21080）, E-Mail chizai@sapmed.ac.jp ）までお問い合わせくだ
さい。 
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（２）研究シーズ 
① 研究シーズマップ 
附属産学・地域連携センターでは、本学の保有する研究シーズを広く紹介するため、「研究シーズマ
ップ」を作成しています。平成 20 年以降の科学研究費補助金採択課題を、基礎研究、臨床研究及び保
健医療学の各分野について、研究対象及び研究手法ごとに分類してグラフ化し、キーワードから容易に
検索が出来るようにしました。※本研究シーズマップは、本センターのホームページから閲覧できます。
（http://web.sapmed.ac.jp/ircc/cmap/） 
  
------------------------------------------------------------------------------------------------- 
② 研究シーズリーフレット 
学内の各研究室の研究内容や地域貢献への取り組みをまとめた札幌医科大学研究シーズリーフレッ
トの発行を行っています。研究シーズリーフレットは、本学における多様な研究や取組を広く紹介する
目的で、各種展示会で他大学、企業、研究機関等の関係者に配布しており、新しい共同研究や産学連携
の取り組みを進める契機の一つとなっています。 
研究シーズリーフレットに記載している内容は、各研究室の協力を得ながら、定期的に更新していま
す。研究シーズ等に関するお問い合わせは、本センターまでご連絡ください。 
 
   
  
※本研究シーズリーフレットは、本センターのホームページから閲覧できます。 
（http://web.sapmed.ac.jp/kikaku/degitalbook/research_seeds/FLASH/index.html） 
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（３）外部講師による知財講義の開催 
平成２８年度第１回 知的財産教育講義  平成２８年７月２２日（金） 
『再生医療のトレンドを考えるー造血幹細胞の増幅—』  
【 講師 】 
九州大学大学院医学研究院次世代医療研究開発講座 
教授  杉山 大介 氏 
【 講義内容 】                      
平成２８年度第 1 回知的財産教育講義では、
「再生医療のトレンドを考えるー造血幹細胞の増
幅―」と題し、再生医療等安全性確保及び医薬品
医療機器等法が施行され、開発が注目されている
再生医療等製品のトレンドを考えるとともに、造
血幹細胞増幅法を例に、基礎・橋渡し・臨床研究
の観点から開発に関してお話しいただきました。 
基礎研究からの実用化までの過程の理解を深め
ることができ、学生・教員ともに大変有意義な講
義となりました。 
 
 
 
平成２８年度第２回 知的財産教育講義  平成２８年９月２３日（金） 
『医学研究における利益相反マネジメント』 
【 講師 】 
東京医科歯科大学研究・産学連携推進機構 
 教授・産学連携研究センター長 
飯田 香緒里 氏  
【 講義内容 】 
平成２８年度第 2 回知的財産教育講義では、「医
学研究における利益相反マネジメント」と題し、医
学研究における利益相反マネジメントの必要性と
目的、利益相反マネジメントを巡る動向、マネジメ
ントの視点などについて、ご講演いただきました。 
具体例を豊富に盛り込み、利益相反について、
基本的な目的や必要性、背景についてわかりやす
くお話しいただきました。 
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（４）トランスレーショナルリサーチについて 
 
 
 
 
 
 
  
医学研究においては、主に疾病のメカニズムの解明や薬の候補物質の発見などの基礎研究を、実際の
患者の予防・診断・治療に結びつける研究がトランスレーショナルリサーチと呼ばれています。 
札幌医科大学では、平成 23 年 4 月にトランスレーショナルリサーチセンターを開設し、その後、臨
床応用への支援体制として、平成26年 10月には病院長をトップとした「臨床研究推進本部」に改組し
て臨床応用までの円滑な推進を図る体制とし、研究の推進体制の構築などにあたっています。産学・地
域連携センターでは、トランスレーショナルリサーチセンターとして、研究支援業務を行っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
トランスレーショナルリサーチとは、橋渡し研究とも呼ばれ、大学などで研究さ
れた基礎研究をアカデミア（研究者・医師）の主導のもと、基礎研究で得られた
成果を実用化につなげる研究のことです。 
臨 床 研 究 推 進 本 部
本部長（病院長）
運 営 委 員 会
【附属病院】 
治験センター 
企業治験部門  医師主導治験部門 
【大学】 
 
産学・地域連携センター 
（ＴＲ支援センター） 
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札幌医科大学臨床研究推進本部では、主に文部科学省から国立研究開発法人日本医療研究開発機構
（AMED）へ移管された「橋渡し研究加速ネットワークプログラム（平成28年度）」において採択され
たシーズについて、北海道臨床開発機構、北海道大学臨床研究開発センター及び旭川医科大学教育研究
推進センターと協力しながら研究推進活動を行いました。 
 北海道臨床開発機構は、北海道内のトランスレーショナルリサーチの推進体制を整備する目的で、本
学、北海道大学及び旭川医科大学（以下「3大学」という。）により、設立されました（事務局：北海道
大学内）。 
機構では、臨床開発企画・管理、生物統計、データマネジメント等の各分野の専門家を擁し、安全性
の評価、試験物製造の援助、適切な臨床計画立案の指導等の支援体制の整備を進めています。また、３
大学で実施されている研究のみならず、全国規模で有望なシーズを発掘し、実用化を目指して支援を行
っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
橋 渡 し 研 究 加 速 ネ ッ ト ワ ー ク プ ロ グ ラ ム橋渡し研究加速ネ ワークプログラム 
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トランスレーショナルリサーチで実施している研究を世の中に送り出すためには、医師主導治験と呼
ばれる方法があります。 
 
医師主導治験については、平成 14 年の法改正により、これまで製薬企業のみが実施してきた薬の安
全性や効果を確かめるための試験である「治験」を医師または歯科医師が実施することが可能となり、
少しずつ実施件数が増えています。 
 
札幌医科大学では、本学附属病院で以下の医師主導治験を実施し、臨床研究推進本部で一部の業務を
行っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
試験課題名：有効な治療法のない進行膵臓がん患者に対するサバイビン 2B ペプチド・
インターフェロン併用療法の第 II 相臨床試験 
実施診療科：札幌医科大学附属病院第 1 外科、東京大学医科学研究所附属病院外科 
治験責任医師（自ら治験を実施する者）：水口 徹 
被験薬名：SVN-2B  
開発フェーズ：第２相 
開始年月：平成 25 年 10 月 
対象疾患：膵臓がん（進行再発膵管がん） 
対象患者：①組織学的に上記の対象疾患と確定診断され腫瘍細胞にサバイビンが発現し
ていること 
②根治手術が不可能で既に標準的抗がん剤治療(ジェムザールまたは TS-1)
をうけていること 
③過去にがんワクチンの治療を受けていないこと 
④HLA 遺伝子が HLA-A＊2402 であること 
⑤同意取得時の年齢が 20～85 歳であること 
等の基準をすべて満たし、当該治験への参加に同意した患者 
投与方法：最初の 8 週間は毎週 1 回インターフェロンを腹部皮下に注射し、2 週間毎に
同じ部位にペプチドと免疫補助剤を混合した乳化剤を注射します。ペプチド
計 4 回の投与が終了した 2 週間後に第 1 回目の効果確認検査（CT および
MRI 検査）を実施します。腫瘍抑制効果が確認されれば、その後も 2 週間毎
にインターフェロンとペプチド乳化剤の投与を継続し、6 週間毎に効果確認
検査（CT 検査）を実施します。腫瘍の進行が認められた場合は、患者さんの
希望により STEP2 へ移行します。STEP2 では、STEP1 のグループに関
係なく全員がインターフェロンとペプチドの併用投与を受けることができま
す。STEP1 と同様のスケジュールで効果確認検査を実施します。 
業務内容：治験調整事務局業務 
     効果・安全性評価委員会開催支援 
     文書管理業務 等 
※ 本試験は平成 28 年 10 月で終了。 
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治験課題名：(1)脳梗塞患者に対する自家骨髄間葉系幹細胞の静脈内投与二重盲検無作為化
比較試験（検証的試験） 
(2) 脳梗塞患者に対する自家骨髄間葉系幹細胞の静脈内投与単群非盲検試験 
実施診療科：札幌医科大学附属病院神経再生医療科 
治験責任医師：本望 修 
治験分担医師：佐々木 祐典 他 13 名 
被験薬名：STR01 
開発フェーズ：第３相 
開始年月：平成 25 年 3 月 
予定症例数：(1)約 110 例(2)約 60 例 
対象疾患：脳梗塞（ラクナ梗塞を除く） 
対象患者：①年齢が 20 歳以上 80 歳未満であること 
②歩行や体を動かす動作に介助が必要、または常に介護と見守りを必 
要とすること 
③発症から 20 日をめどに札医大附属病院へ転院できること 
等の基準をすべて満たし、当該治験への参加に同意した患者 
投与方法：患者本人の骨髄間葉系幹細胞を増殖させた細胞製剤を静脈への点滴で投与する。 
業務内容：効果・安全性評価委員会事務局業務 
      治験推進委員会事務局業務 等 
治験課題名：脊髄損傷患者に対する自己培養骨髄間葉系幹細胞の静脈内投与 
（第２相試験、非盲検試験、探索的試験） 
実施診療科：札幌医科大学附属病院 整形外科、神経再生医療科 
治験責任医師：山下 敏彦 
治験分担医師：佐々木 祐典 他 25 名 
被験薬名：STR01 
開発フェーズ：第２相 
開始年月：平成 26 年 1 月 
予定症例数：ASIA (A 群) 最低 5 例 目標 10 例 最大 20 例 
ASIA (B 群) 最低 5 例 目標 10 例 最大 20 例 
ASIA (C 群) 最低 5 例 目標 10 例 最大 20 例 
注：ASIA (米国脊髄損傷協会：American Spinal Injury Association)による国際的運動機能障害尺度 
対象疾患：脊髄損傷 
対象患者：①脊髄損傷発症から２週間以内に、本学附属病院へ入院・転院できること 
②脊髄の主な損傷部位が頸髄であること 
③画像診断による脊髄の部分的損傷が認められていること（完全離断ではない） 
④ASIA 機能障害尺度のＡ～Ｃに分類されること 
⑤年齢が 20～70 歳であること 
等の基準をすべて満たし、当該治験への参加に同意した患者 
投与方法：患者本人の骨髄間葉系幹細胞を増殖させた細胞製剤を静脈への点滴で投与する。 
業務内容：効果・安全性評価委員会事務局業務 
      治験推進委員会事務局業務 等 
※ 本試験は平成 29 年 2 月で終了。 
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３．活動レポート 
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知的財産・橋渡し研究支援の活動状況 
---臨床研究支援組織の必要性とその構築に向けて 
 
 
札幌医科大学附属産学・地域連携センター 副センター長 
医学部先端医療知財学 教授 
石埜 正穂 
 
産学・地域連携センター（以下「産学センター」）では、「研究支援」の一環として、大学の医学
研究から生まれた知的財産の創出・取得・管理・活用に関するサポートをワンストップサービスで
行ってきました。発明相談、特許出願に係る判断や手続・管理、シーズ集作成・展示会・マッチン
グなどを介した技術移転の支援や、企業との交渉、共同研究・受託研究・研究マテリアル移転・秘
密保持等の契約の締結・管理などがその具体的な業務となります。 
それらに加え、「橋渡し研究プロジェクト」のサポートもまた産学センターの重要な仕事となっ
ています。これは、平成 19 年に「橋渡し研究支援推進プログラム」事業（第 1 期プログラム・5 年
計画）の公募に際し北海道の 3 大学共同で提案した「北海道臨床開発機構（HTR）」の拠点採択に
端を発するものです。本事業は平成 24 年度から「橋渡し研究加速ネットワークプログラム」事業
（第 2 期プログラム・5 年計画）に引き継がれました。28 年度はその最終年度に当たりましたが、
幸い高評価を得て、29 年度から引き続き 5 年間にわたり第 3 期プログラムの研究費を得られる運
びとなりました。なお今回、札幌医大は HTR の一員としてではなく、拠点機関である北海道大学
の分担研究機関としての採択となっております。 
「知財の取得」と「橋渡し研究の実施」は、医学研究成果を広く医療現場で実現させるための両
輪を構成します。前者は医療開発に必要となる莫大な投資を担保するために、後者はそういった投
資の妥当性を出資者に示すために必要となります。この中で、本学の知財創出に係る支援環境は、
医学系アカデミアの中で全国的にもユニークな学科目である医科知的財産管理学（平成 29 年度か
ら先端医療知財学に改名）の存在もあって、際立って恵まれた状況にあります。しかしながら、一
方の臨床試験の支援体制については、病院の関与が大きいなど、産学センターだけで対応しきれな
いまま、大学として必要な整備が全国的にも大きく立ち遅れ、システム的にはまさにガラパゴス化
した状態となっています。この場で毎年同じことを繰り返し主張してきましたが、この状況は一刻
も早く打開しなければなりません。 
幸いなことに、29 年度に入って、漸く札幌医大でも臨床研究支援組織設立に向けた検討が動き
始めました。臨床研究法の施行に追い立てられて進んでいるといった消極的な側面もあるのですが、
そもそも厳格な臨床試験に基づく質の高いエビデンスの創出は、新しい医療の実現のために必須の
ものです。換言すれば、そういったエビデンスの取得に欠かせない機能的な臨床研究支援組織の存
在は、医学研究を第一に考える大学にとっての、まさに生命線ともいえます。大学の将来のために、
できるだけ充実した前向きな組織が構築されていくことを期待しているところです。 
なお、臨床研究支援組織の設置は、機能が一部重複する産学センターの改組をも意味します。産
学センターとしても設立以来の大きな節目を迎えていることになりますが、大学の研究支援体制全
体の最適な在り方を見据えながら、臨床研究支援システムの構築に向けた改革の推進に鋭意協力し
ていきたいと考えております。 
  
  
 
  
  
 
関連ウェブサイト（URL） 
 
◆附属産学・地域連携センターTOP http://web.sapmed.ac.jp/ircc/index.html 
◆研究費獲得関係情報 
（１）各種助成団体等研究助成金 
 http://web.sapmed.ac.jp/jp/internal/cms/sangaku/5a0cla00000055o7.html 
 http://web.sapmed.ac.jp/jp/internal/cms/sangaku/5a0cla0000005xwv.html 
（２）文部科学省科学研究費助成事業 
http://web.sapmed.ac.jp/jp/internal/cms/sangaku/5a0cla0000007wqi.html 
（３）厚生労働省科学研究費補助 
http://web.sapmed.ac.jp/jp/internal/cms/sangaku/5a0cla0000004lo9.html 
（４）日本医療研究開発機構（ＡＭＥＤ）研究費 
http://web.sapmed.ac.jp/jp/internal/cms/sangaku/5a0cla0000004iz5.html 
◆寄附金        http://web.sapmed.ac.jp/jp/section/contribution/index.html 
 ◆知的財産       http://web.sapmed.ac.jp/chizai/index.html 
◆札幌医科大学研究シーズマップ http://web.sapmed.ac.jp/ircc/cmap/ 
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● 地下鉄東西線「西18丁目駅」下車 5・6番出口より徒歩3分 
● 市電「西15丁目」下車 徒歩3分 
 
札幌医科大学 
附属産学・地域連携センター 
Sapporo Medical University 
Collaboration Center for Community and Industry 
 
〒060-8556 札幌市中央区南1条西17丁目 
TEL(011)611-2111(代表)   FAX(011)611-2185 
産 学 ・ 地 域 連 携 係 内線：21750 renkei@sapmed.ac.jp 
寄 附 金 担 当 内線：22280 kihukin@sapmed.ac.jp 
橋渡し事業兼知的財産係 内線：21590 chizai@sapmed.ac.jp 
ホームページ 
http://web.sapmed.ac.jp/ircc.index.html 
至真駒内
札幌駅 
さっぽろ
 
西 18 丁目 西11丁目 大 通 
地下鉄東西線 
至新さっぽろ至宮の沢 
地下鉄南北線
 
市  電 
西 15 丁目 
地下鉄 4 番出口  
大学附属病院 
札幌医科大学 
札幌医科大学
 
附属病院
 医学部
 
東棟
 
本部棟 
基礎医学 
研究棟 
地下鉄 
6 番出口 
セブン 
イレブン 
南 1 条通 
正門
 
地下鉄 
5 番出口 
 
附属産学・ 
地域連携センター 
（本部棟 1階） 
